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資料番号１ 

南部大阪都市計画地区計画(コスモポリス)

の新旧対照表 
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資料番号２ 

南部大阪都市計画生産緑地地区の変更について 

izm041870
テキスト ボックス
ー ４ ー



地　区　名 備　考 図面番号

葛の葉町地区６ 約 0.23 ha 約 1.80 ha 1

葛の葉町地区１８ 約 0.10 ha 約 - ha 地区の廃止 1

太町地区８ 約 0.07 ha 約 0.60 ha 2

太町地区９ 約 0.02 ha 約 0.07 ha 2

富秋町地区６ 約 0.20 ha 約 - ha 地区の廃止 3

池上町地区８ 約 0.04 ha 約 1.15 ha 4

黒鳥町地区３ 約 0.05 ha 約 0.57 ha 5

府中町地区１７ 約 0.02 ha 約 0.34 ha 6

一条院町地区１０ 約 0.09 ha 約 0.21 ha 7

観音寺町地区５ 約 0.06 ha 約 - ha 地区の廃止 8

観音寺町地区７ 約 0.08 ha 約 - ha 地区の廃止 8

阪本町地区１１ 約 0.06 ha 約 - ha 地区の廃止 9

池田下町地区１１ 約 0.05 ha 約 0.48 ha 10

池田下町地区１８ 約 0.03 ha 約 0.75 ha 11

池田下町地区２２ 約 0.13 ha 約 - ha 地区の廃止 12

浦田町地区２ 約 0.07 ha 約 0.07 ha 13

和田町地区２ 約 0.07 ha 約 - ha 地区の廃止 13

納花町地区３ 約 0.12 ha 約 0.05 ha 14

和気町地区２７ 約 0.16 ha 約 - ha 地区の廃止 15

和気町地区２９ 約 0.06 ha 約 - ha 地区の廃止 15

小田町地区１５ 約 0.06 ha 約 - ha 地区の廃止 16

今福町地区８ 約 0.12 ha 約 - ha 地区の廃止 17

合計（22地区） 約 1.89 ha

【 単位 ： １ha(ヘクタール) ＝ １００a(アール) 】  

議第２号　南部大阪都市計画生産緑地地区の変更について

1-1．廃止関連地区　（約 1.89 ha）

1.変更理由別調書（区域変更のみ）

廃止する面積 変更後の面積

　　買取り申出等によって地区の全部もしくは一部を廃止する地区

izm041870
テキスト ボックス
ー ５ ー



地　区　名 備　考 図面番号

池田下町地区２６ 約 0.02 ha 約 0.22 ha 12

池田下町地区６５ 約 0.06 ha 約 0.06 ha 地区の追加 10

浦田町地区１ 約 0.01 ha 約 0.10 ha 13

合 計（3地区） 約 0.09 ha

2.都市計画法第１７条に基づく都市計画案の縦覧

都市計画案 意見書の提出 備考

生産緑地区の変更 なし

1-2．追加関連地区　（約 0.09 ha）

案の縦覧期間

令和5年10月13日から
令和5年10月27日まで

決定権者

和泉市

【 単位 ： １ha(ヘクタール) ＝ １００a(アール) 】  

追加する面積

　　都市計画決定権者の判断によって追加する地区

変更後の面積

izm041870
テキスト ボックス
ー ６ ー



 

 

 

 

 

資料番号３ 

特定生産緑地の指定について 
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１．特定生産緑地制度の概要 

〇生産緑地の所有者等の意向を基に、市町村長は告示から３０年経過するまでに、生産緑

地を特定生産緑地として指定できる。 

〇特定生産緑地の指定は、告示から３０年経過するまでに行わなければならない。 

特定生産緑地に指定した場合 特定生産緑地に指定しない場合 

・買取りの申出ができる期日が１０年延期

される。 

・従来の税制措置（相続税等の納税猶予の

適用、固定資産税等の農地課税）や建築

等の行為制限が継続される。 

・特定生産緑地に指定後１０年経過する前

であれば、改めて所有者等の同意を得て、

繰り返し１０年の延長ができる。 

・生産緑地の指定から３０年経過後はいつ

でも買取りの申出が可能。 

・従来の税制措置が受けられなくなる。 

・買取りの申出をするまでは、生産緑地と

して建築等の行為制限は継続される。 

・生産緑地の指定から３０年経過後は特定

生産緑地として指定できない。 

 

２．営農状況等の確認方法 

申請書類に添付されている直近の写真 

航空写真（令和５年撮影）         営農や管理が適切にされていることを確認 

全筆調査（３年毎に実施）の記録   等 

 

３．意向確認の回答状況（令和５年１１月１日現在） 

対象となる 

生産緑地※ 

①特定生産緑地の指定を

希望する 

②特定生産緑地の指定を

希望しない 

２地区 

(３筆)  

１地区 

(２筆) 

１地区 

(１筆) 

※第４次指定の生産緑地（申出基準日は令和６年１２月９日） 

 

４．特定生産緑地の指定状況（令和５年１１月１日現在） 

①特定生産緑地

に指定済 

②今回指定を

行う生産緑地 

③指定見込み合計 

（①＋②） 
④全生産緑地 

⑤指定率（筆） 

（③／④） 

３０４地区 

(９８４筆)  

１地区 

(２筆) 

３０５地区 

(９８６筆) 

３５４地区 

(１１７５筆)  
８３．９％ 

izm041870
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５．今後の予定 

〇意向変更（非指定から指定）の相談があった場合 

申出基準日の３か月前まで受付を行う予定。（意見聴取は都市計画審議会の書面開催で対

応予定。） 

〇意向変更（指定から非指定）の相談があった場合 

 都市計画審議会での意見聴取は行わず、令和６年１２月頃開催予定の都市計画審議会で

事後報告を予定。 

〇特定生産緑地の指定に係る告示の時期 

 本審議会での意見聴取後、速やかに告示を予定。 

〇第５次指定（申出基準日：令和７年１２月２２日）について 

第５次指定の生産緑地所有者はいないため、諮問は行わない。 
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